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親会社名 ＫＤＤＩ株式会社（コード番号：９４３３）     親会社における当社の株式保有比率51.5％ 
 

１．１５年９月中間期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日） 
(1) 経営成績              （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

百万円   ％ 
21,121（  6.0） 
19,924（  2.8） 

百万円   ％ 
3,392（ 347.4） 
758（△33.5） 

百万円   ％ 
3,388（ 377.5） 
709（△34.9） 

１５年３月期 39,980      2,802      2,704      
 

 中間(当期)純利益 1 株 当 た り 中 間 
( 当 期 ) 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
1 株当たり中間(当期)純利益 

 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

百万円   ％ 
2,073（ 401.0） 
413（△33.9） 

  円  銭 
30,329  77 
6,053  84 

   円  銭 
 
 

１５年３月期 1,773      25,826  49  
(注) 1．持分法投資損益 15年9月中間期 － 百万円 14年9月中間期 － 百万円 15年3月期 － 百万円 
   2．期中平均株式数 15年9月中間期  68,355株 14年9月中間期  68,355株 15年3月期 68,355株 
   3．会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
   4．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2) 配当状況 

 1 株当たり 
中間配当金 

1 株当たり 
年間配当金 

 

 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

円 銭 
1,000 00 
875 00 

円 銭 
―――― 
―――― 

 

１５年３月期 ―――― 2,000 00  
 

(3) 財政状態 
 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

百万円 
22,291 
23,449 

百万円 
11,526 
8,238 

％ 
51.7 
35.1 

円  銭 
168,625  33 
120,525  63 

１５年３月期 22,411 9,540 42.6 139,452  50 
(注) 1．期末発行済株式数 15 年 9 月中間期 68,355 株 14 年 9 月中間期 68,355 株 15 年 3 月期 68,355 株 
2．期末自己株式数  15 年 9 月中間期  － 株 14 年 9 月中間期  － 株 15 年 3 月期  － 株 

 

(4) キャッシュ・フローの状況 
 営 業 活 動 に よる 

キャッシュ・フロー 
投 資 活 動 に よる 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よる 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 
１５年９月中間期 
１４年９月中間期 

百万円 
3,719 
1,763 

百万円 
△564 
△1,598 

百万円 
△2,185 
△29 

百万円 
1,466 
717 

１５年３月期 4,405 △2,752 △1,738 496 
 

２．１６年３月期の業績予想（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
1 株当たり年間配当金  売 上 高 経常利益 当期純利益 
期 末  

 
通 期 

百万円 
42,500 

百万円 
5,500 

百万円 
3,500 

円 銭 
1,000 00 

円 銭 
2,000 00 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 51,203 円 28 銭 
 （注） 業績予想につきましては、現在当社が入手可能な情報に基づいており、これらは経済環境や競争状況などの不
確実な要因の影響を受けます。従って、実際の業績は、今後様々な要因により異なる結果となる可能性がありま
す。なお、業績予想に関する事項につきましては、添付資料４ページをご参照ください。 

  



（添付資料） 
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当    社 

１．企業集団の状況 

 

 当社の企業集団は、当社及び当社の親会社であるＫＤＤＩ株式会社により構成されており、携帯電話サ

ービスの提供を主たる業務としております。 

 当社は当社の親会社であるＫＤＤＩ株式会社から、通信設備の購入及び携帯電話端末の仕入を行ってい

るほか業務委託回線の提供を受けており、当社のお客様に対しては、携帯電話サービスの提供を行ってお

ります。 

 

［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 

お 客 様 

（親会社の関連会社） 

京セラコミュニケーションシステム㈱ 

〔 当社グループの通信設備の保守管理業務等 〕 

（親会社の子会社） 

ディーディーアイポケット㈱ 

ＰＨＳ電話サービスの提供 

携帯電話端末、通信設備の購入

業務委託回線の提供 

通信設備の保守委託等 

ＫＤＤＩ株式会社（当社の親会社） 

＜ ＫＤＤＩグループ ＞ 

販 売 代 理 店 

携帯電話サービスの契約 

携帯電話端末の販売 携帯電話サービスの提供 
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２．経 営 方 針 
 

(1) 経営の基本方針 

当社は、事業環境の急速な変化とお客様の高度化・多様化するニーズに柔軟かつ迅速に対応するため、

移動体通信における付加価値の向上に努め、高品質なサービスを低廉な料金で提供し社会の発展に貢献す

るとともに、お客様に満足して頂ける企業、親しみと尊敬に価する企業を目指してまいります。 

また、キャッシュ・フローを重視した高収益企業体質を構築することにより、株主及び投資家の皆様に

とって魅力ある企業となるよう努めていくことを会社経営の基本方針としております。 

 

(2) 利益配分に関する基本方針 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要事項の一つと認識しており、今後の事業展開に備え

るための内部留保や財務体質の強化を勘案しつつ、株主資本利益率の向上に努めるとともに、安定配当を

継続的に行うことを基本方針としております。 

また、内部留保金につきましては、電気通信事業の公共性に鑑み、ネットワークの安全性・信頼性向上

のための設備投資や、競争力を強化するための新サービス・新技術の開発に活用し将来の業績の向上を通

じ、株主の皆様への利益還元を図ってまいります。 

 

(3) 投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、投資単位の引下げが株式の流動性を高め、投資家層の拡大を図るうえで有効な施策のひとつと

して認識しております。 

投資単位の引下げにつきましては、株価水準の推移や株式市場の動向などを総合的に勘案し、慎重に検

討してまいります。 

 

(4) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は、安定した信頼性の高いネットワークを構築し、お客様により安く、より快適な通信環境を提供

することでお客様の満足を最大限に引き出す「お客様重視」を基軸とした企業活動に努めるとともに、「ユ

ビキタス・ソリューション・カンパニー」を標榜するＫＤＤＩグループの一員として、いつでも、どこで

も、あらゆる情報にアクセスを可能にするユビキタス・ビジネスの沖縄県におけるリーディングカンパニ

ーを目指すべく、ソリューション分野を強化してまいります。さらに、効率的な設備投資と各種経費の削

減を徹底し、財務体質の健全化と経営基盤の強化を図り、高収益企業体質を構築してまいります。 

また、地球環境の保全に向けて努力することが企業の重要な社会的責任であると認識し、使用済み携帯

電話端末等の回収及びリサイクル等環境負荷の軽減に配慮した積極的な取り組みを推進してまいります。 

 

(5) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、経営環境の急速な変化に対し迅速な意思決定を行うことを目的に、常勤取締役で構成する役員

会議を毎月開催し、経営上の課題を十分な議論、検討のうえ経営戦略、事業の方向性を決定しております。

なお、社内の主要会議には常勤監査役が出席し、意思決定の過程や決定事項が法令及び社内規定に違反し

ていないかなど厳しくチェックしております。さらに、重要な意思決定を行う機関及び業務執行状況を監

督する機関としての取締役会を定期的かつ必要に応じて、監査役も出席のうえ開催しております。 

また、より透明性の高い健全な企業経営を目指し、株主ならびに投資家の皆様への適時かつ公平な情報

開示を行うべく、ホームページによるＩＲ情報の充実などを積極的に取組んでおります。 

 

(6) 関連当事者（親会社等）との関係に関する基本方針 

当社は、ＫＤＤＩグループの一員として、沖縄県を事業基盤とした携帯電話事業を営む企業であり、自

ら経営責任を持ち独立した事業経営を行っておりますが、ＫＤＤＩとは、au 電話事業の業務運営に関し、

必要に応じ互いに協力し様々な諸施策を検討・実施しております。 

なお、ＫＤＤＩは、当社株式を現在 51.5％保有しており、多数株主として取締役の任免権などの権利行

使を通じて、当社の経営判断に影響を及ぼし得る立場にあります。 
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３．経営成績及び財政状態 
 
(1) 経営成績 

① 当期の概況 

当中間会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の拡大、さらに株価の上昇など、

一部に回復基調が見られるものの、個人消費の伸び悩みや依然として厳しい雇用情勢など、景気の浮揚

力は弱く回復感の乏しい状況で推移いたしました。また、当社事業基盤の沖縄県の経済は、観光が高水

準で推移し、個人消費も底堅く、全体として持ち直しの動きが続いております。 

この間国内携帯電話業界（ＰＨＳを除く）につきましては、全国の当中間会計期間末の加入者数は

78,594 千加入（前年期末比 2,938 千加入増）沖縄県では 734 千加入（前年期末比 30 千加入増）となり、

携帯電話市場の成熟化が進展する中、デジタルカメラ付きなど付加価値のある高機能携帯電話端末の投

入や様々なサービスの提供並びに第３世代携帯電話の加入促進を競うなど、事業者の経営環境は一層厳

しさを増してまいりました。 

このような情勢のもと当社では、本年４月にNTT 一般加入電話からau 携帯電話へ発信した場合の通話

料を最大25％値下げしたことに加え、８月からは海外でも利用できるサービス「GLOBAL PASSPORT（グロ

ーバルパスポート）」の通話料を、渡航先の国内通話及び日本への国際通話を中心に最大約53％値下げ

いたしました。また、外出中の家族などがどこにいるか知りたい時、相手の au 携帯電話の位置を、自分

の au 携帯電話やパソコンの画面上で確認できる位置情報検索サービス「EZ お探しナビ」や、音声認識技

術を利用したモバイルコンテンツ検索サイトの提供、また、EZweb に掲載されているネットショップでの

商品購入において、商品代金をau の携帯電話料金と合算して請求する回収代行サービス「プレミアム EZ

回収代行」を開始するとともに、本サービスの利用促進を図るため、EZweb にてショッピングポータルサ

イト「au でオカイモノ」を開設しau 携帯電話で安心して便利なショッピングができるようにいたしまし

た。さらに、琉球三線の楽譜と演奏を載せたムービーダウンロードサービス「まぁーやが夢サイト」な

ど、コンテンツサービスを充実させたほか、GPS 機能の付いた携帯電話を利用し、ゴルフ場のカートを管

理するシステムを提供するなどモバイル・ソリューションサービスを積極的に展開いたしました。 

また、当中間会計期間において、「フォトメール」や「ムービーメール」、「着うた TM」などの新たな

サービスに対応した「CDMA2000 1x」の新ラインナップとして、通信業界トップクラスの 124 万画素 CCD

メガピクセルカメラ搭載機や高精細画像が表示可能な QVGA 液晶搭載機など、魅力ある高機能携帯電話端

末を発売し、お客様の多様なニーズにお応えできるよう努めた結果、当中間会計期間末で「CDMA2000 1x」

の加入者数は 232 千加入となりました。 

一方、携帯電話の普及に努める通信事業者の責務において、若年者が携帯電話を正しく安全に使いこ

なす知識の向上を目的として、教育関係者の監修のもと、携帯電話の正しい使い方や迷惑メールなどの

危険性や防除方法などを啓蒙するビデオ「ヴァーチャルＫ」を制作し、学校教育現場で生徒指導の教材

としてご活用いただけるよう沖縄県教育委員会へ寄贈いたしました。また、環境保護推進の一環として、

不要になった携帯電話、充電器、電池を回収、素材ごとに分別し、資源として 100％リサイクルを目指す

「au リサイクルキャンペーン」を実施し、環境に配慮した積極的な取組みを続けております。そのほか、

社会問題化した携帯電話の迷惑メール防止対策として、未承諾広告メールの拒否機能など「メールフィ

ルター」の機能強化を図るなどの対応を行ってまいりました。 

これらの様々な施策を実施した結果、当中間会計期間末の加入者数は357 千加入（前年期末比17 千加

入増）、県内における当社の加入者シェアは 48.7％となりました。以上の結果、当中間会計期間の損益

状況は、営業収益は電気通信事業営業収益で16,465,599 千円、附帯事業営業収益で 4,655,541 千円、営

業収益合計は 21,121,140 千円となりました。経常利益につきましては 3,388,873 千円、中間純利益は

2,073,191 千円となりました。 
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② 通期の見通し 

今後の見通しにつきましては、雇用情勢や個人消費の急速な改善までは期待できず、依然として厳し

い状況が続くものと思われます。 

また、国内携帯電話業界におきましては、市場成熟化の進展に伴い、携帯電話の既存利用者を含めた

事業者間の顧客獲得競争はますます激化するものと予想されます。 

このような情勢のもと当社は、引き続き「お客様重視」を起点とした地域密着型の営業活動を推進し、

商品力の強化並びに EZweb コンテンツの充実等、質の高いサービスの提供に努め、「CDMA2000 1x」の加

入者数を拡大するとともに、現在の通信速度の約17 倍にあたる、最大2.4Mbps の高速データ通信が可能

となるデータ専用の通信システム「CDMA 1X WIN」のサービス開始に向け全力で取り組み、これまで以上

に快適なモバイル環境の提供に努めてまいります。 

以上により通期の加入者純増数を 30 千加入、累計の加入者数を 370 千加入と計画し、業績の見通しに

つきましては、営業収益で 425 億円、経常利益で55 億円、当期純利益で35 億円と予想しております。 

 

(2) 財政状態 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純利益の増加お

よび有形固定資産の取得による支出の減少等の要因により、前中間会計期間末に比べ 748,408 千円増加し、

当中間会計期間末には1,466,201 千円となりました。 

また当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、ポイントサービス引当金や固定資産除却費等の非資金費用の減少やた

な卸資産の増加があったものの税引前中間純利益の増加及び法人税等の支払額が減少したこと等により、

前中間会計期間と比較して 1,956,635 千円(前年同期比 111.0％増)増加し 3,719,918 千円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、効率的な設備投資を実施したことにより有形固定資産及び無形

固定資産の取得による支出が減少したことにより前中間会計期間と比較して1,034,042 千円（前年同期比 

64.7％減）支出が減少して 564,758 千円の支出となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の借入による収入が 800,000 千円減少したこと及び

短期借入金が純減に転じたことにより、前中間会計期間と比較して2,155,957 千円減少し 2,185,726 千円

の支出となりました。 
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４．(1)比較中間貸借対照表（資産の部） 
 

（単位：千円） 

前中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成15年９月30日現在) 
増 減 額 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 金 額 構 成 比 

（資産の部）  ％  ％   ％ 

Ⅰ 固定資産         

Ａ 電気通信事業固定資産         

(1）有形固定資産 ※1        

１．機械設備  10,278,250  8,097,248  △2,181,001 9,479,476  

２．空中線設備  2,940,772  2,930,778  △9,993 2,992,379  

３．市外線路設備  6,443  4,705  △1,737 5,574  

４．土木設備  45,398  43,469  △1,928 44,434  

５．建物  1,702,283  1,763,534  61,250 1,779,975  

６．構築物  344,665  326,726  △17,939 341,791  

７．機械及び装置  58  50  △8 54  

８．工具、器具及び備品  57,062  84,372  27,310 78,845  

９．土地  388,268  391,768  3,500 388,268  

10．建設仮勘定  153,240  418,550  265,309 74,555  

有形固定資産合計  15,916,444 67.9 14,061,205 63.1 △1,855,238 15,185,353 67.8 

(2）無形固定資産         

１．施設利用権  156,852  144,408  △12,443 150,630  

２．ソフトウェア  165,689  42,800  △122,888 42,567  

３．借地権  2,000  2,000  － 2,000  

４．電話加入権  15,022  7,102  △7,920 15,022  

無形固定資産合計  339,564 1.4 196,312 0.9 △143,252 210,220 0.9 

電気通信事業固定資産合計  16,256,009 69.3 14,257,518 64.0 △1,998,491 15,395,574 68.7 

Ｂ 附帯事業固定資産         

(1）有形固定資産 ※1 209  160  △49 185  

(2）無形固定資産  4,879  1,004  △3,875 1,135  

附帯事業固定資産合計  5,089 0.0 1,164 0.0 △3,924 1,320 0.0 

Ｃ 投資その他の資産         

１．投資有価証券  100,672  100,434  △238 104,061  

２．長期前払費用  186,715  127,583  △59,132 156,503  

３．繰延税金資産  946,079  377,404  △568,675 940,600  

４．敷金・保証金  203,500  152,288  △51,212 151,762  

５．その他の投資及びその他の資産  71,503  48,674  △22,828 58,995  

貸倒引当金  △75,980  △50,501  25,478 △60,522  

投資その他の資産合計  1,432,491 6.1 755,882 3.4 △676,608 1,351,400 6.0 

固定資産合計  17,693,589 75.4 15,014,565 67.4 △2,679,024 16,748,295 74.7 

Ⅱ 流動資産         

１．現金及び預金  717,792  1,466,201  748,408 496,768  

２．売掛金  3,815,596  3,774,018  △41,577 3,595,049  

３．未収入金  492,711  579,913  87,202 699,285  

４．貯蔵品  506,950  1,293,305  786,355 676,028  

５．前払費用  157,126  145,934  △11,192 96,930  

６．繰延税金資産  168,759  165,634  △3,124 207,344  

７．その他の流動資産  597  293  △304 690  

貸倒引当金  △103,247  △148,486  △45,239 △109,096  

流動資産合計  5,756,287 24.6 7,276,815 32.6 1,520,527 5,663,000 25.3 

資産合計  23,449,877 100.0 22,291,380 100.0 △1,158,497 22,411,296 100.0 
         
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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４．(1)比較中間貸借対照表（負債・資本の部） 
 

（単位：千円） 

前中間会計期間末 
 

(平成14年９月30日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成15年９月30日現在) 
増 減 額 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成15年３月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 金 額 構 成 比 

（負債の部）  ％  ％   ％ 

Ⅰ 固定負債         

１．社債  －  937,500  937,500 1,125,000  

２．長期借入金  4,022,173  2,345,090  △1,677,083 3,239,882  

３．退職給付引当金  98,134  88,571  △9,563 134,564  

４．ポイントサービス引当金  487,843  623,398  135,555 556,762  

固定負債合計  4,608,151 19.7 3,994,560 17.9 △613,591 5,056,208 22.5 

Ⅱ 流動負債         

１．１年以内に期限到来の固定負債  3,310,717  2,214,583  △1,096,134 2,941,431  

２．買掛金 ※２ 557,473  476,864  △80,609 1,052,300  

３．短期借入金  3,000,000  1,100,000  △1,900,000 1,400,000  

４．未払金 ※２ 2,965,055  1,969,300  △995,754 1,611,707  

５．未払費用  107,034  82,174  △24,860 128,538  

６．未払法人税等  507,500  759,300  251,800 582,200  

７．前受金  16,227  26,905  10,678 19,230  

８．預り金  73,318  68,998  △4,320 10,844  

９．賞与引当金  65,870  72,310  6,440 68,000  

流動負債合計  10,603,197 45.2 6,770,436 30.4 △3,832,760 7,814,252 34.9 

負債合計  15,211,348 64.9 10,764,996 48.3 △4,446,352 12,870,460 57.4 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  1,414,581 6.0 1,414,581 6.4 － 1,414,581 6.3 

Ⅱ 資本剰余金         

１．資本準備金  1,614,991  1,614,991  － 1,614,991  

資本剰余金合計  1,614,991 6.9 1,614,991 7.2 － 1,614,991 7.2 

Ⅲ 利益剰余金         

１．利益準備金  64,425  64,425  － 64,425  

２．任意積立金         

別途積立金  4,560,000  6,200,000  1,640,000 4,560,000  

３．中間（当期）未処分利益  586,454  2,234,495  1,648,040 1,886,763  

利益剰余金合計  5,210,880 22.2 8,498,921 38.1 3,288,040 6,511,189 29.1 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  △1,923 △0.0 △2,109 △0.0 △185 74 0.0 

資本合計  8,238,529 35.1 11,526,384 51.7 3,287,855 9,540,835 42.6 

負債・資本合計  23,449,877 100.0 22,291,380 100.0 △1,158,497 22,411,296 100.0 
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４．(2)比較中間損益計算書 
 

（単位：千円） 
前中間会計期間 
 

自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
 

自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

増 減 額 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 百 分 比 金 額 百 分 比 金 額 金 額 百 分 比 

経常損益の部  ％  ％   ％ 

（営業損益の部）        

Ⅰ 電気通信事業営業損益         

(1）営業収益         

１．音声伝送収入  12,155,130  11,782,985  △372,145 24,033,193  

２．データ伝送収入  2,539,104  4,682,613  2,143,509 5,956,770  

営業収益合計  14,694,235 73.8 16,465,599 78.0 1,771,364 29,989,964 75.0 

(2）営業費用         

１．営業費  7,586,435  7,430,962  △155,473 14,896,689  

２．施設保全費  1,078,595  1,033,309  △45,286 2,208,711  

３．管理費  531,344  406,546  △124,797 997,313  

４．減価償却費  1,511,853  1,449,069  △62,784 2,998,999  

５．固定資産除却費  696,954  197,393  △499,561 960,093  

６．通信設備使用料  2,625,517  2,567,834  △57,682 4,994,163  

７．租税公課  172,115  161,971  △10,144 389,719  

営業費用合計  14,202,817 71.3 13,247,086 62.7 △955,730 27,445,690 68.6 

電気通信事業営業利益  491,417 2.5 3,218,512 15.3 2,727,094 2,544,273 6.4 

Ⅱ 附帯事業営業損益         

(1）営業収益  5,229,866 26.2 4,655,541 22.0 △574,325 9,990,882 25.0 

(2）営業費用  4,963,063 24.9 4,481,684 21.2 △481,379 9,732,916 24.4 

附帯事業営業利益  266,802 1.3 173,856 0.8 △92,945 257,965 0.6 

営業利益  758,219 3.8 3,392,368 16.1 2,634,148 2,802,239 7.0 

（営業外損益の部）        

Ⅲ 営業外収益 ※１ 46,679 0.2 57,961 0.3 11,282 102,363 0.2 

Ⅳ 営業外費用 ※２ 95,194 0.4 61,456 0.3 △33,737 200,074 0.5 

経常利益  709,705 3.6 3,388,873 16.1 2,679,168 2,704,527 6.7 

特別損益の部         

Ⅰ 特別利益 ※３ － － 54,296 0.2 54,296 － － 

Ⅱ 特別損失 ※４ 373,667 1.9 － － △373,667 373,667 0.9 

税引前中間（当期）純利益  336,037 1.7 3,443,169 16.3 3,107,131 2,330,860 5.8 

法人税等  507,772 2.5 763,628 3.6 255,855 1,176,973 2.9 

過年度法人税等戻入額  221,849 1.1 － － △221,849 221,849 0.5 

法人税等調整額  △363,696 △1.8 606,349 2.9 970,045 △398,193 △1.0 

中間（当期）純利益  413,810 2.1 2,073,191 9.8 1,659,381 1,773,929 4.4 

前期繰越利益  172,644  161,303  △11,340 172,644  

中間配当額  －  －  － 59,810  

中間（当期）未処分利益  586,454  2,234,495  1,648,040 1,886,763  

         
(注)１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 

２．百分比は電気通信事業営業収益と附帯事業営業収益の合計を100％として算出しております。 
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４．(3)中間キャッシュ・フロー計算書 
 

（単位：千円） 
 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 
 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 
 

 
前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 
計算書 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 

金 額 金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間(当期)純利益  336,037 3,443,169 2,330,860 

減価償却費  1,514,360 1,449,224 2,999,207 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  84 29,369 △9,524 

退職給付引当金の増減額（減少:△）  17,223 △45,992 53,653 

ポイントサービス引当金の増加額  487,843 66,636 556,762 

賞与引当金の増加額  4,110 4,310 6,240 

固定資産除却費  636,954 181,289 870,584 

受取利息及び受取配当金  △1,376 △1,182 △2,820 

支払利息  94,594 56,286 166,611 

売上債権の増加額  △361,322 △178,969 △140,774 

たな卸資産の増減額（増加:△）  556,465 △409,383 387,388 

仕入債務の減少額  △709,962 △575,436 △215,135 

役員賞与の支払額  △10,270 △8,560 △10,270 

その他増減額  282,930 352,907 △839,675 

小計  2,847,674 4,363,669 6,153,105 

利息及び配当金の受取額  1,376 1,182 2,820 

利息の支払額  △95,644 △58,405 △166,188 

法人税等の支払額  △990,123 △586,528 △1,584,624 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  1,763,282 3,719,918 4,405,114 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の売却による収入  － － 20,351 

有形固定資産の取得による支出  △1,497,306 △563,636 △2,778,665 

無形固定資産の取得による支出  △10,408 △9,116 △17,136 

無形固定資産の売却による収入  － 7,920 － 

その他投資の返還による収入  － 616 － 

その他投資の取得による支出  △91,086 △542 － 

その他増減額  － － 22,754 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  △1,598,801 △564,758 △2,752,695 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額（減少：△）  1,500,000 △300,000 △100,000 

長期借入金の借入れによる収入  800,000 － 1,000,000 

長期借入金の返済による支出  △2,261,552 △1,621,640 △3,988,129 

社債の発行による収入  － － 1,500,000 

社債償還による支出  － △187,500 － 

配当金の支払額  △68,216 △76,586 △127,951 

その他増減額  － － △22,650 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △29,768 △2,185,726 △1,738,730 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  134,712 969,432 △86,311 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高  583,080 496,768 583,080 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  717,792 1,466,201 496,768 

      
(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

 
前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 
前事業年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１．固定資産の減価償却の

方法 

 

(1）有形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

機械設備   ６～15年 

空中線設備  ６～21年 

建物     ３～31年 

(1）有形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

機械設備   ６～15年 

空中線設備  10～21年 

建物     ３～31年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しており

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

２．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用して

おります。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 

 

 

 

 

時価のないもの 

同左 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 

時価のないもの 

同左 

 (2）たな卸資産 

貯蔵品 

移動平均法による原価法 

(2）たな卸資産 

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

貯蔵品 

同左 

３．繰延資産の処理方法 ──── ──── 社債発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権等の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 
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項目 

 
前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 
前事業年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 なお、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（14年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加情報） 

当社は、確定給付企業年金

法の施行に伴い、厚生年金基

金の代行部分について、平成

15年４月１日に厚生労働大臣

から将来分支給義務免除の認

可を受けました。 

当社は、「退職給付会計に

関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会

会計制度委員会報告第13号）

第47－２項に定める経過措置

を適用し、当該認可の日にお

いて代行部分に係る退職給付

債務の消滅を認識いたしまし

た。 

これにより、当中間会計期

間において厚生年金基金代行

部分返上益54,296千円を「特

別利益」として計上しており

ます。 

なお、当中間会計期間末に

おける返還相当額は、82,333

千円であります。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しており

ます。 

 なお、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（14年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（14年）による定

額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌事業年度から費

用処理しております。 
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項目 

 
前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 
前事業年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 (3）ポイントサービス引当金 

 将来のポイントサービス

（「ポイントα」）の利用に

よる費用負担に備えるため、

利用実績率に基づき当事業年

度下半期以降に利用されると

見込まれるポイントに対する

所要額を計上しております。 

(3）ポイントサービス引当金 

同左 

(3）ポイントサービス引当金 

将来のポイントサービス

（「ポイントα」）の利用に

よる費用負担に備えるため、

利用実績率に基づき翌事業年

度以降に利用されると見込ま

れるポイントに対する所要額

を計上しております。 

（追加情報） 

当会計期間より、将来のポ

イントサービスの利用による

費用負担に備えるため、業界

慣行が成熟したこと及びグ

ループ会計処理を統一するこ

とから、利用実績率に基づき

翌事業年度以降利用されると

見込まれるポイントに対する

所要額を見積り計上しており

ます。これにより、電気通信

事業営業費用が183,095千円

増加し、電気通信事業営業利

益、営業利益、経常利益が

183,095千円減少し、特別損

失が373,667千円増加したた

め、税引前当期純利益が

556,762千円減少しておりま

す。 

 (4）賞与引当金 

 従業員に対し支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額基準により当中間会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

(4）賞与引当金 

同左 

(4）賞与引当金 

 従業員に対し支給する賞与

の支出に充てるため、支給見

込額基準により計上しており

ます。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フ

ロー計算書（キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 
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項目 

 
前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 
前事業年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税

抜方式によって処理しており

ます。また、仮払消費税等及

び預り消費税等は相殺のう

え、未払金に含めて表示して

おります。 

 なお、相殺後の未払消費税

等の金額は32,431千円であり

ます。 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によって処理しており

ます。また、仮払消費税等及

び預り消費税等は相殺のう

え、未払金に含めて表示して

おります。 

 なお、相殺後の未払消費税

等の金額は187,527千円であ

ります。 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税

抜方式によっております。 

 (2）   ──── 

 

(2）   ──── 

 

(2）自己株式及び法定準備金の

取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金

の取崩等に関する会計基準」

（企業会計基準第１号）が平

成14年４月１日以後に適用さ

れることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基

準によっております。これに

よる当事業年度の損益に与え

る影響はありません。 

なお、財務諸表等規則及び

電気通信事業会計規則の改正

により、当事業年度における

貸借対照表の資本の部につい

ては、改正後の財務諸表等規

則及び電気通信事業会計規則

により作成しております。 

 (3）   ──── 

 

(3）   ──── 

 

(3）１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」（企業会計

基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第４号）が平成14

年４月１日以後開始する事業

年度に係る財務諸表から適用

されることになったことに伴

い、当事業年度から同会計基

準及び適用指針によっており

ます。 

なお、これによる影響につ

いては、「１株当たり情報に

関する注記」に記載しており

ます。 
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表示方法の変更 
 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

──── 従来代理店に対する「売掛金」、「未収入金」及び

「未払金」は両建てで表示しておりましたが、当中間会

計期間より相殺して表示しております。当中間会計期間

の相殺額は「売掛金」が521,266千円、「未収入金」が

320,123千円、「未払金」が841,390千円であります。 

なお、この相殺に伴い、当中間会計期間のキャッ

シュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

ローにおける「売上債権の増加額」及び「その他」の増

加額がそれぞれ521,266千円減少しております。 

 

 

追加情報 

項目 

 
前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 
前事業年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１．自己株式及び法定準備

金取崩等会計 

 当中間会計期間から「自己株

式及び法定準備金の取崩等に関

する会計基準」（企業会計基準

第１号）を適用しております。

これによる当中間会計期間の損

益に与える影響はありません。 

 なお、中間財務諸表等規則の

改正により、当中間会計期間に

おける中間貸借対照表の資本の

部については、改正後の中間財

務諸表等規則により作成してお

ります。 

──── ──── 

２．ポイントサービス引当

金 

 当中間会計期間より、将来の

ポイントサービスの利用による

費用負担に備えるため、業界慣

行が成熟したこと及びグループ

会計処理を統一することから、

利用実績率に基づき当事業年度

下半期以降利用されると見込ま

れるポイントに対する所要額を

見積り計上しております。この

変更に伴い、電気通信事業営業

費用が114,176千円増加し、電

気通信事業営業利益、営業利

益、経常利益が114,176千円減

少し、特別損失が373,667千円

増加したため、税引前中間純利

益が487,843千円減少しており

ます。 

──── ──── 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成14年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成15年９月30日） 

前事業年度末 
（平成15年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

12,417,637千円 14,717,666千円 14,262,879千円 

※２．関係会社に対する負債 ※２．関係会社に対する負債 ※２．関係会社に対する負債 

買掛金 557,473千円 買掛金 476,671千円 買掛金 1,050,725千円 

未払金 1,472,627千円 未払金 1,166,851千円 未払金 818,856千円 

３．──── ３．──── ３．電気通信事業会計規則の適用につ

いて 

  電気通信事業会計規則附則第２条

第２項の規定により、当事業年度の

財務諸表等については、改正後の電

気通信事業会計規則に基づき作成し

ております。 

 

（中間損益計算書関係） 
 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 
前事業年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 40千円 受取利息 6千円 受取利息 48千円 

受取手数料 20,600千円 受取手数料 27,937千円 受取手数料 47,193千円 

賃貸収入 22,540千円 賃貸収入 24,080千円 賃貸収入 28,263千円 

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 94,594千円 支払利息 50,769千円 支払利息 165,532千円 

※３．──── ※３．特別利益 ※３．──── 

  厚生年金基金代行部
分返上益 

54,296千円 
  

※４．特別損失 ※４．──── ※４．特別損失 

過年度ポイントサー
ビス引当金繰入額 

373,667千円   過年度ポイントサー
ビス引当金繰入額 

373,667千円 

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

有形固定資産 1,431,664千円 有形固定資産 1,398,130千円 有形固定資産 2,892,741千円 

無形固定資産 42,778千円 無形固定資産 15,235千円 無形固定資産 27,531千円 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 
 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 
前事業年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借

対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在） 
 
現金及び預金勘定 717,792千円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 717,792千円
  

 
現金及び預金勘定 1,466,201千円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 1,466,201千円
  

 
現金及び預金勘定 496,768千円

預入期間が３ヵ月を
超える定期預金 ―千円

現金及び現金同等物 496,768千円
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５．リース取引 
 

 
前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

 
当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

 
前事業年度 

自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び中間期末残高相

当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 
工具、器具
及び備品 

 車両  合計 

取得価額
相当額 

388,813千円 26,040千円  414,853千円

減価償却
累計額相
当額 

234,064千円 17,032千円  251,097千円

中間期末
残高相当
額 

154,749千円 9,007千円  163,756千円

  

 

 
工具、器具
及び備品 

 車両  合計 

取得価額
相当額 

323,389千円 26,798千円  350,187千円

減価償却
累計額相
当額 

222,526千円 15,650千円  238,177千円

中間期末
残高相当
額 

100,862千円 11,147千円  112,010千円

  

 

 
工具、器具
及び備品 

 車両  合計 

取得価額
相当額 

418,066千円 26,040千円  444,106千円

減価償却
累計額相
当額 

285,597千円 19,533千円  305,131千円

期末残高
相当額 

132,468千円 6,506千円  138,974千円

  
 なお、取得価額相当額は、有形固定資

産の中間期末残高等に占める未経過リー

ス料中間期末残高の割合が低いため、支

払利子込み法によっております。 

同左  なお、取得価額相当額は、有形固定資

産の期末残高等に占める未経過リース料

期末残高の割合が低いため、支払利子込

み法によっております。 

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 
１年内 75,136千円

１年超 88,620千円

合計 163,756千円
  

 
１年内 58,531千円

１年超 53,478千円

合計 112,010千円
  

 
１年内 64,552千円

１年超 74,422千円

合計 138,974千円
  

 なお、未経過リース料中間期末残高相

当額は、有形固定資産の中間期末残高等

に占める未経過リース料中間期末残高の

割合が低いため、支払利子込み法によっ

ております。 

同左  なお、未経過リース料期末残高相当額

は、有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 
支払リース料 44,790千円

減価償却費相当額 44,790千円
  

 
支払リース料 35,776千円

減価償却費相当額 35,776千円
  

 
支払リース料 98,831千円

減価償却費相当額 98,831千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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６．有価証券 
 

前中間会計期間末(平成14年９月30日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 98,907 95,642 △3,265 

合計 98,907 95,642 △3,265 

 

２．時価のない主な有価証券の内容 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

当中間会計期間末(平成15年９月30日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 98,907 95,404 △3,503 

合計 98,907 95,404 △3,503 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 

 

前事業年度末(平成15年３月31日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額
（千円） 差額（千円） 

(1）株式 48,907 49,056 148 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

小計 48,907 49,056 148 

(1）株式 50,000 49,975 △25 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

小計 50,000 49,975 △25 

合計 98,907 99,031 123 

 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

重要性が乏しいため記載を省略しております。 
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７．デリバティブ取引 
 

前中間会計期間末(平成14年９月30日現在) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

当中間会計期間末(平成15年９月30日現在) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

前事業年度末(平成15年３月31日現在) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

 

 

８．持分法投資損益 
 

該当事項はありません。 

 

 

９．１株当たり情報 
 

前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 
１株当たり純資産額 120,525.63円 

１株当たり中間純利益金額 6,053.84円 
  

 
１株当たり純資産額 168,625.33円 

１株当たり中間純利益金額 30,329.77円 
  

 
１株当たり純資産額 139,452.50円 

１株当たり当期純利益金額 25,826.49円 
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 

（追加情報） 

 当中間会計期間から「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準第２号）及び「１株当た

り当期純利益に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第

４号）を適用しております。 

 なお、同会計基準及び適用指針を

前中間会計期間及び前事業年度に適

用して算定した場合の１株当たり情

報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 
 
前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資
産額 

１株当たり純資
産額 

108,144.37円 115,613.61円 

１株当たり中間
純利益金額 

１株当たり当期
純利益金額 

9,152.79円 17,239.55円 
  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 

当事業年度から「１株当たり当期

純利益に関する会計基準」（企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当

期純利益に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。なお、こ

れによる影響は軽微であります。 
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 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間会計期間 
自 平成14年４月１日 
至 平成14年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

前事業年度 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

中間（当期）純利益（千円） 413,810 2,073,191 1,773,929 

普通株主に帰属しない金額 
（千円） － － 8,560 

（うち利益処分による役員賞
与金） （－） （－） （8,560）

普通株式に係る中間（当期）純
利益（千円） 

413,810 2,073,191 1,765,369 

普通株式の期中平均株式数
（株） 68,355 68,355 68,355 

 

 

10．重要な後発事象 
 

該当事項はありません。 

 

 

11．生産・受注及び販売の状況 
 

（単位：千円） 

 
科    目 

 前中間会計期間 
自平成14年４月１日 
至平成14年９月30日 

 当中間会計期間 
自平成15年４月１日 
至平成15年９月30日 

 
比較増減 

 前事業年度 
自平成14年４月１日 
至平成15年３月31日 

音 声 伝 送 収 入 12,155,130 11,782,985 △372,145 24,033,193 

デ ー タ 伝 送 収 入 2,539,104 4,682,613 2,143,509 5,956,770 

電気通信事業営業収益合計 14,694,235 16,465,599 1,771,364 29,989,964 

附帯事業営業収益合計 5,229,866 4,655,541 △574,325 9,990,882 

営 業 収 益 合 計 19,924,101 21,121,140 1,197,039 39,980,846 

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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